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on Narcotic Drugs）が採択され，また 1997 年に
現在の国連薬物・犯罪事務所（United Nations 





































































［Kramer et al. 2014］。
他方，成功例がないわけではない。たとえば，











































































































1000 メートル強，最高点は約 1800 メートルに
達する。気候は熱帯・亜熱帯に属し，モンスー
ンの影響を受け，5～10 月の雨季に年降水量約


































































2009 年 8 月 8 日をもって，現地では同事件を
「八八事件」（Kokang incident）と呼ぶ。その後，














































































































































年の 15 万 5150 ヘクタールのピーク時に比べ，
































































































2002 年には 12 人の技術員を各地に派遣した

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ム，混合肥料 1200 キログラム（計約 2700 元）
であり，さらに 2010 年までは，農民が国境を
越えて南傘糖厰まで取りに行くならば，有機質


















備した。総投資額 982.5 万元のうち水利に 81.9
万元が投下され，道路の新規建設に 597.7 万元，













二級品種 378 元）と同額とされたが，その後 2
回の価格調整が行われ，最終買付価格は一級品













当たり 6388 元で，対粗収益比率は 26.4 パーセ
ントであった。ちなみに，上記 1事例の小作料






















価格（元 / トン） 410
粗収益（元） 24,191 100













（出所）2013年現地調査より筆者作成。    
（注）１） 調査した35世帯のうち，土地なし世帯，サトウキビを栽培していない世帯，
作付面積不詳の世帯を除く28世帯のデータの平均値。
　 　２） 農機作業委託は，耕起作業だけの場合，平坦地100～150元 / ムー（＝1500
～2250元 /ha），山地220元 / ムー（＝3300元 /ha）。耕起から施肥，移植まで


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































C村は，68 世帯 420 人の小村である。集落の
16
西側を通る幹線道路を北上するとラオカイまで
約 23 キロメートル，中国の南傘鎮まで約 33 キ
ロメートルであり，幹線道路を南下するとチン
シュエホー（中国国境・孟定鎮清水河口岸）（注25）
まで約 13 キロメートルである。同村は 300 年
以上の長い歴史がある。
⑴　農業の歴史







































55 両（1両 ＝ 41.25 グ ラ ム ）， 平 均 で 約 22 両
（907.5 グラム）の生アヘンがとれる。当時の生
アヘン価格は 1両当たり 45～90 元（ちなみに，
平均 2002～05 年 160 元，2006～08 年 220 元，2009









（表 8）は，上層（3世帯）で 8万 1021 元，中層
（10 世帯）で 3万 8247 元，下層（13 世帯）で 1
万 5949 元，最下層（9世帯）で 1万 4638 元で
あり，35 世帯平均で 2万 7560 元である。この
間のインフレがどの程度かを示す資料はないが，
1990 年代末当時の日雇い賃金率は約 20 元，












ウモロコシ作付地が 10 パーセントで，残り 70
パーセントは林地であった。サトウキビ栽培が
導入される直前の 2002 年頃には，陸稲 20 パー
セント，トウモロコシ 30 パーセント，林地 50
パーセント程度になっていた。人口増加などの
要因によってそういう変化が生じたと考えられ


































































































































































































65 世帯から 35 世帯を無作為抽出し，詳細な調
査を実施した。上層 3，中層 10，下層 13，最
下層 9の 35 世帯である（表 7）。
上，中層で世帯規模が大きいのは，上層 2世



















































































































上 中 下 最下



















































































比率 23% 20% 15% 26% 51%




層が 7366 元，中層が 4841 元，下層が 3067 元，
最下層が 2711 元であり，差は 2.7 倍程度まで
縮まる。第 2に，上，中，下層の所得の農業依













































































稼ぎ労働者は，2011 年収穫時には 700～800 人






は 12 月から 3月末頃まで 100～150 日滞在し，
サトウキビの収穫から次の植付前に行う手作業
による耕起作業に雇われる。収穫賃金は出来高
制（1日当たり約 70 元），耕起作業には 1日 7～
9時間で 40～50 元が支払われる。出稼ぎ期間
全体を通じて得る賃金は，1人当たり約 8000









表 9に示すように，農業就業者 100 人のうち
8人は副業をもっていた。
従事人数がもっとも多いのは左官であり，5
世帯 5人（中層 1人，下層 3人，最下層 1人）で
ある（平均年収 1万 2000 元）。また，上層の中
にトラック運転手 1人（年収 3万 6000 元）と，



































































合計 92 35 1.8 8 32 1.8 23 22 4.6

































カジノが 4店，小規模カジノが 10 数店あり，
全体で 1～1.2 万人に就業機会を提供している。
ちなみに，顧客の 9割以上は中国人である。
カジノの一般従業員（表 10 の注参照）の 9割
以上は 14～25 歳の若い女性である。実際，C



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































C村での調査の結果，35 世帯のうち 31 世帯
（上層 1，中層 5，下層 10，最下層 9）が借金を抱
えていた。1世帯当たり借入額は 1万 3792 元
























































摘できる。具体的には，C村 35 世帯の 1人当
たり平均所得は上層 7366 元，中層 4841 元，下
















































































































（注５）国家法秩序回復評議会（State Law and 
Order Restoration Council: SLORC），国家平和発
展評議会（State Peace and Development Council: 
SPDC）はミャンマー軍事政権の最高機関であり，
SPDCは 1997 年 11 月にSLORCが改組されてで
きたものである。同国では，1988 年 9 月に
SLORCが全権を掌握して以来，2011 年 3 月まで
軍事政権が続いた。
（注６）処分した麻薬は，ヘロイン 162.5 キロ





























































































2007 年までの 10 数年で，ミャンマーとラオス
北部でケシ代替事業を行う中国企業は 135 社に
達し，投資額は 1.69 億元を超え，代替作物の作
付面積は 26.75 万ムー（1万 7833 ヘクタール）
に達した。
（注16）2002 年 12 月，コーカン特区政府によ
り設立されたサトウキビ栽培の推進・支援組織。
管理委員会の前身は，コーカンの農業振興のた
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